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１ ＵＲ都市機構について



都 市 再 生 政策的意義の高い都市再生等の推進

賃 貸 住 宅 ＵＲ賃貸住宅ストックの多様な活用

災 害 対 応 支 援
地方公共団体等の防災力向上への支援と
災害からの復旧・復興の推進

⚫ 機構の公共性・中立性・ノウハウを活かし、基本構想の立案から事業計画の策定、関係者間の段階的な
合意形成等のコーディネートや、民間事業者・地方公共団体・まちづくりの担い手等と連携して事業を
実施することにより、政策的意義の高い都市再生を推進

⚫ ＵＲ賃貸住宅ストックの多様な活用を促進し、幅広い世代や多様な世帯が安心してくらし続けられる住
環境の実現や、多様性・包摂性を有する社会の実現に寄与するなど、社会課題の解決に貢献

⚫ 東日本大震災からの復興に係る業務を実施するとともに、これまでに培った経験を活かして、地方公共
団体等の発災時の円滑な対応に向けた支援や災害発生時の復旧・復興支援を行う。

• 国際競争力と魅力を高める都市の再生

• 地域経済の活性化とコンパクトシティの実現を図る

地方都市等の再生

• 防災性向上による安全・安心なまちづくり

• 都市開発の海外展開支援

• ＵＲ賃貸住宅を活用したミクストコミュニティの形成

• ストックの活用・再生による良質な住まい・まちづくり

• 東日本大震災からの復興に係る業務の実施

• 災害からの復旧・復興支援

双葉駅前（福島県双葉町）

コンフォール松原（埼玉県草加市）シャレール東豊中（大阪府豊中市）

としまみどりの防災公園
（イケ・サンパーク）

OPEN NUMAZU
（静岡県沼津市）

虎ノ門二丁目
（東京都港区）

大雨における支援（山形県飯豊町）

日豪ネットワーキング
（シドニー）

東坂戸団地（埼玉県坂戸市）

KUMA・PRE（福島県大熊町）

１-１ 都市再生機構の業務の概要 3



4１－３ 政府方針と第５期中期目標期間※におけるＵＲの業務（※令和6年4月1日～令和11年3月31日）

第５期中期目標期間における主な取組

主な政府方針

都市再生基本方針

海外社会資本事業への我が国事業者の参入の促進を
図るための基本的な方針

国土強靱化基本計画住生活基本計画

• 都市のコンパクト化の推進等

• 災害に強いまちづくりの推進

• 都市の国際競争力の強化のための環境整備 等

• ＤＸの進展等に対応した新しい住まい方の実現

• 多様な世代が支え合い、高齢者等が健康で安心して

暮らせるコミュニティの形成とまちづくり

• 住宅確保要配慮者が安心して暮らせる

セーフティネット機能の整備

• 脱炭素社会に向けた住宅循環システムの構築と

良質なストックの形成 等

• 密集市街地の火災対策、津波に強いまちづくりの促進 等

• 海外の都市開発事業への我が国事業者の参入促進

●都市再生機構法第３条（目的）※抜粋 市街地の整備改善及び賃貸住宅の供給の支援に関する業務を行うことにより、社会経済情勢の変化に対応した都市機能の高度化及

び居住環境の向上を通じてこれらの都市の再生を図るとともに、賃貸住宅等の管理等に関する業務を行うことにより、良好な居住環境を備えた賃貸住宅の安定的な確保

を図り、もって都市の健全な発展と国民生活の安定向上に寄与すること

（令和３年３月19日閣議決定） （平成14年７月19日閣議決定） （令和５年７月28日閣議決定）

都市再生 賃貸住宅 災害対応支援

（平成30年８月30日告示）

都市再生機構の目的

 都市政策上の課題解決に資する都市再生の推進

▶ 機構の公共性・中立性・ノウハウを活かしたコーディネート

▶ 地方公共団体等の多様な主体とのパートナーシップの下での

政策的意義の高い事業の実施

① 国際競争力と魅力を高める都市の再生

② 地域経済の活性化とコンパクトシティの実現を図る

     地方都市等の再生

③ 防災性向上による安全・安心なまちづくり

 都市開発の海外展開支援

▶ 海外の都市開発事業への我が国事業者の参入の促進

▶ 事業化へ向けた情報提供・ビジネスマッチング等のコーディ

ネート業務の強化

 UR賃貸住宅を活用したミクストコミュニティの形成

▶ 団地を活用した地域のニーズに応じた拠点化に係る取組を

推進するとともに、既に拠点を形成した団地での取組を深化

▶ 地方公共団体、居住支援団体等の地域の関係者と連携し、

住宅セーフティネット機能を充実

 ストックの活用・再生による

                         良質な住まい・まちづくり

▶ 賃貸住宅ストックの活用と再生に必要な戦略的な投資を促進

し、建替え、長寿命化、リノベーション、省エネ化、バリア

フリー化によるストックの質の向上を推進

▶ 地域や団地の特性に応じた施設（生活支援・医療・福祉・防

災・コミュニティ）の導入等を通じ、地域の価値・魅力向上

に貢献

 東日本大震災からの復興に係る業務の実施

▶ 原子力災害被災地域におけるハード・ソフト両面での支援

 災害からの復旧・復興支援

▶ 地方公共団体等の復旧・復興の対応能力向上を図るため、

人材育成・ノウハウ継承に資する研修・啓発活動の実施

▶ 発災後におけるＵＲ職員の派遣等の初動対応、復興に向けた

コーディネートの実施

▶ 災害対応支援を継続的に実施可能とするため、ＵＲ職員の

育成・組織体制を構築

国の政策実施機関であるＵＲは、独立行政法人制度における中期目標管理法人として、国土交通大臣から指示された中期目標に基づき、当該目標を達成するための

中期計画を作成し、同計画に基づき取組みを推進。



２ ＵＲ賃貸住宅ストックの概要について



首都圏

398,823戸

（57%）

近畿圏

196,253戸

（28%）

中部圏

48,378戸

（7%）

九州圏

43,192戸

（6%）

その他

9,604戸

（2%）

UR賃貸住宅
６９６,２５０戸

■UR賃貸住宅の分布 ■管理開始年代別管理戸数

全体の６割以上

（令和６年３月末時点）

（令和６年３月末時点 ）

２-１ ＵＲ賃貸住宅の分布と年代別ストック 6

S30年代 S40年代 S５０年代

⚫ UR賃貸住宅は、主に４大都市圏に分布 （1,421団地、69.6万戸）

⚫ 築40年以上経過する住宅が全体の６割以上で、ストックの高経年化が進展

・年齢、世帯構成、国籍・地域等による入居制限を設けず（ユニバーサル・アクセス）、保証人も不要としている。
・地域の実情に応じて、住宅セーフティネットの中心的役割である公営住宅を補う機能も果たしている。



【年齢別人口構成（国勢調査との比較）】

※ＵＲ賃貸住宅は「居住者定期調査（層化無作為抽出法）」による。
※国勢調査（全国）は「国勢調査」（総務省統計局）（https://www.stat.go.jp/data/kokusei/2015/index.html）を加工して作成

2015年
（H27）

2020年
（R2）

UR賃貸住宅居住者 34.8% 36.9%

国勢調査（全国） 26.6% 28.6%

2015年
（H27）

2020年
（R2）

UR賃貸住宅居住者 20.7% 23.2%

国勢調査（全国） 17.7% 19.0%

【高齢人口（65歳以上）の割合）】

【単身高齢人口（65歳以上）の割合）】

2015UR賃貸2020UR賃貸 2015UR国調

65歳以上

２-２ ＵＲ賃貸住宅入居者の状況 7

⚫ ＵＲ団地では、日本全体よりもさらに早期に高齢化が進展している。



３ ＵＲ賃貸住宅の地域医療福祉拠点化について

8

～ 現 行 の 住 生 活 基 本 計 画 を 踏 ま え て ～
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⚫ ＵＲは少子高齢化への対応や地域包括ケアシステムの構築に資することを目的に、

平成26（2014）年度から「地域医療福祉拠点化」を推進

9

地域関係者と連携・協力し、豊かな屋外空間
を備え、多くの方々が住まう団地を“地域の
資源”として活用し、地域に必要な住宅・施
設・サービスの整備を推進

団地を含む地域一体で、”多様な世代が生き
生きと暮らし続けられる住まい・まち”

《ミクストコミュニティ》の実現を目指します。

目的

2030年度（R12）までに

250団地程度を拠点化

現行の成果指標

現行の住生活基本計画（Ｒ3.3.19閣議決定）において、団地規模
にかかわらず拠点化団地数を成果指標として位置付け

「多様な世代が安心して住み続けられる環境整備」３-１ 地域医療福祉拠点化 9

250

実績



●ハマミーナ、ブランチ茅ヶ崎、しろやま公園（浜見平団地／神奈川県茅ヶ崎市）

団地の建替えに併せ、公民連携事業等により、地域包括支援センター等の公共施設及び保育施設の複合
施設（ハマミーナ）、NPO法人の活動拠点等を備えた商業施設（ブランチ茅ヶ崎・３施設）を誘致。
防災・交流機能を有した公園も整備し、地域の魅力・価値の向上に寄与

３-２ ①地域における医療福祉施設等の充実の推進 10

⚫ 団地内の敷地や賃貸施設に医療・福祉施設等を誘致し、地域における医療・福祉施設等を充実
（医療・介護・子育て・交流機能を有した複合施設、地域包括支援センター、小規模多機能型居宅介護、病院、相談談拠点の導入等）

ハマミーナ
（市出張所、地域包括支援センター等）

ブランチ茅ヶ崎３
（フィットネス、飲食、物販等）

NPO法人まちづくり
スポット茅ヶ崎

しろやま公園

ＵＲ賃貸住宅

ブランチ茅ヶ崎
（医療施設、薬局、コンビニ等）

※ＵＲ賃貸住宅、ハマミーナ、ブランチ茅ヶ崎は、津波一時避難場所にも指定

しろやま公園
（遊具「シロヤマ」等）

浜見平多目的広場
（グラウンド）

バス待合スペース・防災備蓄倉庫 かまどベンチの活用



３-２ ②高齢者等多様な世代に対応した居住環境の整備-１ 11

⚫ 高齢者等多様な世代の方が安心して住み続けられるよう多世代のニーズに合った住宅の整備や

バリアフリー化の促進、生活支援アドバイザーの配置を推進

●バリアフリー化の促進等

住戸内の段差解消 健康寿命ｻﾎﾟｰﾄ住宅
(浴室ヒーターの設置等)

住棟出入口のｽﾛｰﾌﾟ設置中層住棟へのエレベーター設置

住戸内の手すり設置

中層住棟へのエレベーター設置
住棟出入り口のスロープ設置



➢ 高齢者の見守り・生活相談・交流促進を行うとともに、日頃から高齢者と地域関係者をつなぐ役割
（地域包括ケアシステムの一助）

➢ 全国約280団地において生活支援アドバイザーを配置（令和７年３月末時点）

団地入居者

地域関係者

ネットワーク

自治会

団地内の
受付窓口

NPO職員

医師

専門職

地公体職員
地域包括

センター職員

民生児童委員

生活支援

アドバイザー

生活相談

交流促進イベント定期的な見守り

地域連携

●生活支援アドバイザー

３-２ ②高齢者等多様な世代に対応した居住環境の整備-２ 12



３-２ ③若者世帯・子育て世帯等を含むコミュニティ形成-１ 13

⚫ 団地の屋外空間や施設、集会所等を活用し、多世代交流の機会の創出や生活支援サービス機能を導入

（豊かな屋外空間を活用した交流の場の整備、交流拠点の導入・交流イベントの開催、生活支援サービス機能の導入等）

●集会所を活用した交流拠点の整備（シャレール東豊中/大阪府豊中市）

集会所をリノベーションして「本で繋がるコミュニティスペース」を整備。地域住民の誰もがぶらっと
立ち寄って、読書や勉強、おしゃべりができるコミュニティスペースとして活用されている。

地域住民の評価

・本をきっかけに、色々な人と繋がることができた。
・オープニングイベントでは、友達と学校の宿題の工作を一緒に作れて楽しかった。



３-２ ③若者世帯・子育て世帯等を含むコミュニティ形成-２ 14

•子どもと一緒に行けるカフェは少ないので、ゆっくり出来て良い。
•歳をとった時にウェルカムしてくれるのは安心できる。

地域住民の評価

➢ 団地の管理開始（昭和42年６月）と同時に開園した大原幼稚園が、長く地域に寄り沿ってきた幼稚
園として地域に貢献したいという想いから賃貸施設でコミュニティカフェ「はらの木」をオープン
(令和６年６月)

➢ お店のメニューづくりから運営、イベントの企画まで、幼稚園の保護者と地域にお住まいの方が

共創することにより、多世代の方の居場所として機能

はらの木外観

●賃貸施設を活用したコミュニティカフェ「はらの木」（原／福岡県福岡市）

はらの木

※1

大原幼稚園

カフェを楽しむ親子連れ

大原幼稚園



３-２ ③若者世帯・子育て世帯等を含むコミュニティ形成-３ 15

●民間企業と連携した屋外環境を活用した交流拠点の整備（袖ヶ浦／千葉県習志野市）

フィットネス器具を活用した教室 イベントでのブロック遊び

㈱ボーネルンドと連携し、団地の屋外でのイベント実施や、広場にフィットネス器具を整備し交流の
場を創出。整備後に器具を使ったエクササイズ教室を定期的に実施することで利用促進に努めた。

・身近で気軽に利用でき、足腰を鍛えたり、健康維持やリハビリの場として活用している。
・ここに来れば誰かと会って話ができるのが楽しみ。コミュニケーションの場になっている。
・教室でフィットネス器具の使い方が分かった。一人で参加したが、友人ができた。

地域住民の評価



３-２ ③若者世帯・子育て世帯等を含むコミュニティ形成-４ 16

⚫ 民間企業と連携して集会所を中心とする共用部リノベーション（ハード施策）とイベント開催等
（ソフト施策）を行うことで、団地を拠点とした地域の生活圏の拠点化（地域コミュニティ）を実現

●ＭＵＪＩ×ＵＲ団地まるごとリノベーション（港南台かもめ／神奈川県横浜市）

共用部リノベーション かもめ会議

お住まいの方々と
集会所の“これから”
を意見交換

シェアキッチンを使用したイベント

新しくできたシェア
キッチンを使用して、
パエリアづくり

•人が自然と集まる空間が身近にできたことが嬉しい。
•同じ団地に住む人たちとゆるやかな交流が生まれ、コミュニティの大切さを感じた。

地域住民の評価



３-２ ③若者世帯・子育て世帯等を含むコミュニティ形成-５ 17

●大学・事業者等と連携した活動

➢ 日本赤十字社と地域の健康・安全な生活や地域コミュニティの活性化等に寄与することを目的とし
包括協定を締結

➢ ＵＲ賃貸住宅の集会所等において、子どもの居場所づくり、救命・健康支援講習会、防災セミナー
等を協働で展開

水草(愛知県名古屋市):パズル・カードゲームで交流 品川八潮パークタウン(東京都)で開催された防災セミナー

・この取り組みのおかげで、子どもが家で１人で留守番することにならず助かった。
・講演だけでなくワークショップを通じて、地震災害からのいのちの守り方を学べた。

地域住民の評価



３-２ ③若者世帯・子育て世帯等を含むコミュニティ形成-６ 18

●ＵＲ子育てサポーター事業の展開

➢ 子育て世帯の相互交流や地域のネットワークづくりに資するイベント等を企画・開催

➢ イベントに合わせ、日々の子育ての相談や、行政サービスの紹介等の相談対応を実施

ＵＲ子育てサポーター 浦安マリナイースト(千葉県浦安市):交流イベント

・イベント情報や子育てに役立つ情報をもらえて、子育てに対する不安が減り、外出意欲が増した。
・子育ての孤立を感じていた中、イベントでたくさんのママと知り合うことができ、子育てに前向き
になることができた。

地域住民の評価



３-３ 地域の居住支援に係るＵＲ賃貸住宅の活用スキーム 19

○概要
• ＵＲと地方公共団体が連携し、（入居者に

対する生活支援や就労支援を行う）居住支援
法人等にＵＲ賃貸住宅の空き住戸を賃貸する
取組（自立支援スキーム）を実施

• ＵＲと居住支援法人等が賃貸借契約を締結し、
居住支援法人等が生活支援や就労支援の対象
者に住宅を転貸する取組

• 契約期間中に自立可能な支援対象者（例：
一時的な離職者、母子世帯）を想定した取組
であり、３年間の定借での契約となるものの、
比較的低廉な家賃で入居が可能

ＵＲ賃貸住宅の活用

・令和４年３月から、地方公共団体からの要請に
基づき、ＵＲ賃貸住宅を家賃補助付きセーフティ
ネット専用住宅とすることが可能になった。

登録状況

・地方公共団体からの要請を受け、
令和７年３月末日時点で合計48戸の登録を実施

①-1 セーフティネット住宅制度 ①-2 自立支援スキーム

■家賃補助付きセーフティネット専用住宅の登録数

地方公共団体 R4年度 R5年度 R６年度 合計

東京都北区 ― １戸 ２戸 ３戸

東京都墨田区 １戸 ２戸 ２戸 ５戸

東京都西東京市 ― ― １戸 １戸

神奈川県横浜市 ６戸 11戸 10戸 27戸

福岡県福岡市 ２戸 ４戸 ６戸 12戸

福岡県北九州市 ― ― 0戸 0戸

合計 ９戸 18戸 21戸 48戸

※既登録解除住戸を含む
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４ ＵＲ賃貸住宅での今後の展開

～次期住生活基本計画に向けて～



「住まい」から「くらし」へ
集合住宅ならではの、住戸だけではなく、屋外・共用空間、地域資源の活用により
生活・くらしをサポートし、ゆるやかに世帯間・世代間のくらしがつながる環境を整え、
一人ひとりのwell-beingを実現する。

４-１ ＵＲ賃貸住宅での今後の展開 22

地域医療福祉拠点化団地における住環境の質の向上・子育てしやすい環境整備の推進

⚫ 地域医療福祉拠点化について大規模団地では概ね着手済。今後は質の向上を実現

⚫ 団塊世代が後期高齢者となることも踏まえ、居住支援等に係る取組は継続しつつ、ミクストコミュティの
実現やこども未来戦略（R5.12.22閣議決定）の目標達成に向けて、子育てしやすい環境整備の推進が必要

⚫ ＵＲ賃貸住宅が先導的に「住環境の質」の向上を高めていくことも求められる

今後の展開

「（仮称）こどもつながるＵＲ」

若年・子育て世帯向けの施策をより積極的に展開

①子育て世帯が利用しやすい共用空間等の
住環境整備：「居場所づくり」

②子育て生活を支えるソフト施策の提供
（民間事業者、地域団体、行政等との連携等）

③子育て世帯等に対する優先入居等の支援

（仮称）くらしつながるＵＲ

これまでの地域医療福祉拠点化施策

高齢者施策を中心に展開

①生活支援アドバイザー

②健康寿命サポート住宅

③バリアフリー化（住戸内・共用部）

④地域連携体制の構築



４-２ 「（仮称）こどもつながるＵＲ」の展開 23

例）・プレイロットや
集会所改修等
「居場所」づくり

例）整備した「居場所」でのつながりづくり
(民間事業者、地域団体、行政等との連携等)

例）近居割、子育て割
そのママ割・Ｕ35割
優先募集 等

⚫ ハード整備、ソフト施策、優先入居等を組み合わせて住環境の「質の向上」の実現に向けた
ウェルビーイング施策「（仮称）こどもつながるＵＲ」 を展開

ソフト施策

ハード整備 優先入居等の支援
多機能コミュニティ拠点「Hintmation」

新たに整備したコミュニティスペースでの
親子リトミックの様子



近居促進制度 子育て世帯等支援制度

○高齢者・子育て等世帯が、親族と交流・援助しながら生活する近居を促進するため、「近居割」を実施
（H25.9導入）。H27.9からは、近居相手をＵＲ賃貸住宅に限定しない「近居割ワイド」を実施し 、
住宅セーフティネット機能の強化とミクストコミュニティの形成を促進

○R4.1からは、一定の所得以下の子育て世帯については、近居割・近居割ワイドの減額率を国の財政支援
により拡充

○地域優良賃貸住宅制度を活用した「子育て割」や、ＵＲ独自で、子育て世帯向けの「そのママ割」や
子育て予備軍である若年世帯向けの「Ｕ３５割」といった定期借家制度を活用した負担軽減等の制度
を積極的に導入

（参考） 子育て世帯等を対象とした家賃減額制度 24



（参考）情報提供サービスを利用した、子育て世帯・若者夫婦世帯向け優先受付(募集) 25
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